
「遺伝子組換え農作物等の研究開発の進め方に
関する検討会」の中間取りまとめの概要

平成19年７月
農林水産技術会議事務局

１．背景

（１）国内外の状況
・ 遺伝子組換え農作物の作付面積が世界的に急増（約１億ha）するととも

に、国際的な研究開発競争が激化
、 、・ 我が国においては イネゲノム研究等の成果が活用できる段階にあるが

国民の受け入れの問題もあり、実用化・商品化まで至っていない状況

（２）検討会の経緯
・ こうした状況を踏まえ、本検討会を立ち上げ、５月以降これまで６回の

会合を開催し、関係機関からのヒアリングも実施
・ 今般、これまでの議論を論点整理的に中間取りまとめ、以下のとおり整

理（７月24日に技術会議に報告）

２．中間取りまとめの概要

（１）研究開発・実用化を重点的に進める分野
・ 遺伝子組換え技術でなければ実現・達成できないものを対象に、政策的

重要性、費用対効果、受容の可能性、実用化・商品化を担う機関との協力
体制等を総合的に勘案の上、重点分野を選定

、 、 、・ 例えば 短中期に研究成果が期待できる分野として 病虫害抵抗性農作物
不良環境耐性農作物、機能性食品など

、 、 、・ また 中長期的な取り組みを要する分野として バイオマス用資源作物
低コスト・高付加価値飼料作物、環境修復植物など

・ このほか、基礎・基盤研究分野として、交雑低減技術開発など

（２）実用化に向けた研究システムの改革
・ プロジェクト研究予算等の重点的資源配分と国の強力なリーダーシップ

や産学官の結集による研究推進体制の整備
・ 遺伝子組換え技術の理解増進に向けた国民との双方向コミュニケーショ

ン推進 など

３．今後の予定

・ ８月１日に本中間取りまとめを公表予定
・ 今秋以降、国民との対話の場、関係機関との意見交換を実施
・ 本検討会での議論をさらに深め、年内を目途に最終取りまとめ
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品種改良技術のひとつと位置付け
（メリット）・確実・計画的な品種改良

・品種改良の範囲を大幅に

拡大
ただし、技術の限界も認識

（安全性）科学的評価によって担保す
る世界的ルール

世界の状況
（米国）実用化研究の最前線
（欧州）非組換え農産物との共存ルー

ル策定と同時に実用化研究
（中国）イネの実用化研究 等

↓
組換え技術の急速な普及と国際的な
開発競争の激化

我が国の状況
・国内商業栽培はないが、遺伝子組
換え農産物の大量輸入の実態

・イネゲノム研究成果が活用可能な
段階

・学術的な研究成果にとどまり、実用
化・商品化研究には消極的

１ 戦略的研究開発方針の欠如
・イネゲノム研究成果を他国が利用
→国益の損失

・組織的な実用化戦略議論が不足
→当面、国が実用化を主導

２ 脆弱な研究体制
・研究開発への組織的支援の欠如
・研究機関間での組織的連携の不足
→研究者の意欲減退、資質低下が
懸念

組換え技術の位置付け

国内外の状況

研究開発における課題
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研
究
開
発
の
推
進
方
向①政策的重要性

②研究成果の社会的・経済的価
値と投入コストのバランス

③消費者・生産者等の受容の可
能性

④実用化を担う機関の協力の可
能性

重点化の総合勘案要件
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国民理解と双方向コミュニケーション

１．遺伝子組換え技術に対する理解増
進に向けたコミュニケーションの一
層の推進

・双方向コミュニケーションへの取り
組み

２．研究サイドからの分かりやすい情
報発信の取り組み

・社会と科学の接点に立ったサイエ
ンスコミュニケーターの育成

①研究資源の重点配分
②中長期的視点に立った基礎・基盤研究の推進
③司令塔機能の強化
④栽培上の適切な管理の推進

①産官学の結集による研究推進
・個人商店型から組織連携型の研究開発へ
・研究者の連携の場を設定
・民間企業との連携と積極的活用

②施設の開放的有効利用

①研究人材の確保（人材の掘起し、育成）
②研究者の柔軟な配置
③研究者の適正評価
④組織的バックアップ体制の整備（カルタヘナ法等
制度的手続き、知的財産権に関する組織的対応）

１．研究の重点化と工程管理体制の強化

２．研究の円滑・迅速な橋渡しシステムの構築

３．研究体制の整備

◆国産農産物の需要拡大に貢献し、健康増進効果のある機能
性食品

◆減農薬など低環境負荷、低コスト、労働力軽減への貢献が期
待される複合病害虫抵抗性農作物（超多収農作物等との掛け
合せによる利用も想定）

◆国際貢献に寄与し、地球温暖化、耕地の乾燥化、突発的な
冷害などの環境変動にも対応し得る不良環境耐性農作物等

◆水田の高度利用と食料自給率向上に貢献する、超多収と機
能性を付加した低コスト・高付加価値飼料作物

◆環境の改善に貢献する、有害化学物質の吸収・分解や重金
属の高蓄積等を行う植物

◆国産バイオ燃料の増大に貢献する、高収量で低リグニンなど
エネルギー変換に優れた資源作物

◆このほか、基礎・基盤研究分野として、交雑低減技術開発（葉
緑体への遺伝子導入、閉花受粉技術等）や意図する場所へ
の遺伝子導入技術開発

実用化に向けて短中期的な研究成果が期待できるもの

実用化に向けて中長期的な取組みを要するもの

その他基礎・基盤研究

重点資源配分分野と目標の設定

①消費者・生産者ニーズと政策上
の必要性

②シーズの存在（技術的裏付け）
による実現可能性

③遺伝子組換え技術でなければ
実現・達成できないもの

重点化の前提条件
今
後
さ
ら
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題
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